
 犯罪被害者等に対する県営住宅の目的外使用許可に関する事務取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為（以下

「犯罪等」という。）により害を被った者やその家族・遺族（以下「犯罪被害者等」とい

う。）に係る総合的な施策を講ずることを目的として、「犯罪被害者等の公営住宅へ

の入居について（平成 1７年１２月２６日国総１３７号都道府県知事あて国土交通省

住宅局長通知）」に基づき、犯罪被害者等の居住の安定を図り、その自立を支援す

る観点から、入居者募集に支障のない範囲で、地方自治法第２３８条の４第７項の

規定に基づく目的外使用許可により住宅を使用させることについて必要な事項を

定める。 

 

（要件） 

第２条 目的外使用許可により入居が認められる犯罪被害者等は、犯罪により従前

の住宅に居住することが困難となったことが明らかな者であって公営住宅法第 23

条第 2号に規定する住宅困窮要件を満たし、かつ、次の要件を満たす者とする。 

ただし、同条第１号に規定する収入要件を満たす者にあっては、公募による入居

を待つことのできない緊急に迫られる事情がある者に限る。 

（１） 犯罪により収入が減少し生計維持が困難となった者 

・殺人、過失致死、業務上過失致死等により勤労者が亡くなった場合 

・身体を害されたため転職等を余儀なくされた場合 

・虚偽の風説の流布により廃業に追い込まれた場合  等 

（２） 現在居住している住宅が滅失又はその付近において犯罪等が行われたため 

に当該住宅に居住し続けることが困難となった者 

ア 犯罪により住宅が滅失又は著しく損壊したために居住することができなくなっ 

た者 

・放火、器物損壊等により住宅が滅失し居住の用をなさなくなった場合 等 

イ 住宅を客体とする犯罪により居住することができなくなった者 

   ・詐欺等により住宅が奪われた場合  等 

ウ 犯罪により精神的な後遺症が生じ医学的に居住することができなくなった者 

・凄惨な殺害現場の目撃や性犯罪いわゆる PＴＳＤとなった場合  等 

エ ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成 12年法律第81号。以下「スト

ーカー規制法」という。）第 2 条第４項に規定するストーカー行為により居住す

ることができなくなった者又は同条第 1 項に規定するつきまとい等若しくは同

条第3項に規定する位置情報無断取得等により、身体上の安全、居住等の平

穏もしくは名誉が害され、若しくは行動の自由が著しく害される不安を覚えさ



せる行為により居住することができなくなった者 

（住戸条件） 

第３条 使用の対象となる住宅は、当該犯罪被害者等の申請に基づき、被害の実情

と希望する住宅の公募における倍率等を考慮し、その都度定めるものとする。 

 

（使用許可の期間） 

第４条 目的外使用許可の期間については、原則として 1 年を超えない期間とするこ

と。ただし、当該犯罪被害者等の住宅に困窮する実情や収入の状況等を勘案の上、

1年を限度として使用期間を更新することができる。 

第2条の収入要件を満たす者については、使用の許可の期間中に公募により入居

できるものとする。 

 

（使用料） 

第５条  使用料は、公営住宅法施行令第２条に基づいて算定した使用料相当額とし、

月額使用料を知事の定める納期限までに、知事の発行する納入通知書により納

入するものとする。ただし、知事は、犯罪被害者等の事情により、必要に応じて、熊

本県営住宅条例第１２条に準じ使用料の減額又は免除をすることができる。 

 

（申請の手続き） 

第６条 使用の申請をしようとする者は、次の各号に掲げる書類を提出しなければな

らない。 

（１） 行政財産（建物）使用許可申請書 

（２） 犯罪被害申告書（別記様式第５号） 

（３） 入居しようとする者全員の住民票の写し（続柄がわかるもの） 

（４） 入居しようとする者全員の所得を証明する書類 

（５） その他知事が必要と認める書類 

２ 知事は、使用を許可したときは、県営住宅使用許可書（別記様式第２号）を交付

するものとする。 

 

（許可条件） 

第７条 知事は、使用の許可を行う場合に次の各号に掲げる条件を付するものとす

る。 

（１） 使用を許可された者（以下「使用者」という。）は、団地内の住民と良好な関

係を維持するよう努めなければならない。 

（２） 使用者は、善良なる管理者の注意をもって使用の許可を受けた県営住宅を

使用しなければならない。 



（３） 使用者は、知事から県営住宅の使用の状況の報告を求められたときは、直

ちに報告しなければならない。 

（４） 使用者は、県営住宅使用許可申請内容に変更が生じたときは、速やかに知

事に報告しなければならない。 

（５） 使用者は、使用の許可を受けた県営住宅を他の者に転貸し、又は担保に供

してはならない。 

（６） 使用者は、住宅を模様替えし、又は増築してはならない。ただし、原状の復

旧が容易な場合であって、知事の承認を得たときは、この限りでない。 

（７） 使用者は、県営住宅の入居の際に同居した親族以外の者を同居させるとき

は、別記様式第４号により承認申請を行い、知事の承認を得なければならな

い。 

（８） 住宅を使用し始めるとき及び明け渡すときのいずれにおいても、その移転に

係る費用については、その一切を使用者の負担とし、県はこれを負担しない。 

（９） 住宅を明け渡す際、予め承諾を経て住宅の使用を変更した場合の原状復旧、

毀損・汚損した場合の原状回復及び畳表・襖張り替えなど自然損耗に係る費用

については、使用者がこれを負担しなければならない。 

（１０） 知事は、使用者が使用の許可の条件に違反したとき、又は県営住宅の適

正かつ合理的な管理に支障があると認めるときは、使用者に対する使用の許

可を取り消すことができる。 

（１１） 使用の許可を取り消した場合において、使用者に損失が生じても県はその

損失を補償しない。 

（１２） 使用の許可を受けた県営住宅について支出した有益費その他の費用につ

いては、県に請求することはできない。 

（１３） 本条件に関し疑義があるときその他使用許可を受けた県営住宅の使用に

ついて疑義が生じたときは、すべて知事の決定するところによるものとする。 

２ 知事は、使用者が前項の条件を守らないときは、使用の許可を取り消すことが

できる。 

 

（その他） 

第８条 この要領に定めるもののほか、県営住宅の使用の許可に関して必要な事項

は、別に定める。 

 

  （国への報告） 

第９条 知事は、犯罪被害者等に対して県営住宅を目的外使用許可をしたときは、使

用させた日から１か月以内に、別記様式第３号により国土交通省九州地方整備局

長に報告するものとする。 



 

  附 則 

 この要領は、平成 18年１１月２０日から施行する。 

 この要領は、令和 3年 9月 30日から施行する。 



別記様式第１号 

県営住宅使用許可申請書 

  年  月  日 

熊本県知事       様 

 

申請者住所 

氏名                    

 

下記のとおり県営住宅を使用したいので、申請します。 

記 

１ 使用許可を申請する県営住宅 

団地名 棟、号 駐車場区画番号 

県営        団地              番 

２ 使用目的 

 使用目的 犯罪被害者等の避難住宅として 

３ 使用許可県営住宅に入居する者 

氏      名 生年月日 性  別 勤務先又は学校名 

    

    

    

    

    

４ 使用期間 

        年   月   日から     年   月   日まで 

５ 添付書類 

（１）犯罪被害申告書 

（２）当該県営住宅に入居しようとする者の住民票 

（３）同居しようとする者全員の所得を証明する書類 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 



別記様式第１号の２ 

県営住宅使用許可申請書 

  年  月  日 

熊本県知事       様 

 

申請者住所 

氏名                    

 

下記のとおり県営住宅を使用したいので、申請します。 

記 

１ 使用許可を申請する県営住宅 

団地名 棟、号 駐車場区画番号 

県営        団地              番 

２ 使用目的 

 使用目的 犯罪被害者等の避難住宅として 

３ 使用許可県営住宅に入居する者 

氏      名 生年月日 性  別 勤務先又は学校名 

    

    

    

    

    

４ 使用期間 

        年   月   日から     年   月   日まで 

５ 添付書類 

（１）当該県営住宅に入居しようとする者の住民票 

（２）同居しようとする者全員の所得を証明する書類 

（３）その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２号 

熊本県指令住第  号  

住    所 

氏     名 

様  

 

年（   年）  月  日付けで申請のありました県営住宅及び駐車場の目的

外使用については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７項により

次の条件を付して許可します。 

 

年（   年）  月  日 

熊本県知事  

 

（使用許可県営住宅の表示） 

第１条 使用を許可する県営住宅（以下「県営住宅」といいます。）は、次のとおりで

す。 

（１） 所在地  

（２） 団地名  

（３） 住戸専用面積   平方メートル 

（使用許可駐車場の表示） 

第２条 使用を許可する駐車場（以下「駐車場」といいます。）は、次のとおりです。 

 区画番号  番 

（指定する用途） 

第３条 使用を許可された者（以下「使用者」といいます。）は、県営住宅を住宅の用

に、駐車場を自動車を駐車する用に供しなければなりません。 

（使用許可期間） 

第４条 使用を許可する期間は、  年（   年）  月  日から  年（   年）  月  

日までとします。 

２ 前項の期間の更新を受けようとするときは、当該期間の満了する日の１か月前ま

でに申請をしなければなりません。 

（使用料） 

第５条 使用料は、住宅は     円、駐車場は     円とし、知事の定める納期限

までに、月額使用料を知事の発行する納入通知書により納入しなければなりませ

ん。 

（注意義務） 

第６条 使用者は、常に善良なる管理者の注意をもって県営住宅及び駐車場を使用



しなければなりません。 

（転貸等の禁止） 

第７条 使用者は、県営住宅及び駐車場を他の者に貸し付け、又は担保に供しては

なりません。 

（県営住宅の許可条件） 

第８条 使用者は、県営住宅のある団地内の住民と良好な関係を維持するよう努め

なければなりません。 

２ 使用者は、知事から県営住宅の使用の状況の報告を求められたときは、速やか

に報告しなければなりません。 

３ 使用者は、県営住宅の使用の許可の申請内容に変更が生じたときは、速やかに

知事に報告しなければなりません。 

４ 使用者は、県営住宅を模様替えし、又は増築してはなりません。ただし、原状の回

復が容易な場合であって、知事の承認を得たときは、この限りでありません。 

５ 使用者は、県営住宅の入居の際に同居した親族以外の者を同居させるときは、事

前に書面をもって知事の承認を得なければなりません。 

６ 県営住宅の使用を始めるとき、及び県営住宅を明け渡すときのいずれのときにお

いても、その移転にかかる費用については、その一切を使用者の負担とし、県はこ

れを負担しません。 

７ 県営住宅を明け渡す際において、あらかじめ知事の承認を得て県営住宅を模様

替えし、若しくは増築した場合の原状回復又は毀損し、若しくは汚損した場合の原

状回復については、使用者がこれを負担しなければなりません。 

（駐車場の許可条件） 

第９条 使用者は、県営住宅のある団地の敷地内において駐車場以外の場所に自

動車を駐停車させてはなりません。 

２ 使用者は、常に駐車場及びその周辺を交通の安全上及び環境保全上支障を来さ

ないようにしなければなりません。 

３ 使用者は、駐車場の現状を変更し、又はこれに工作物等を設置してはなりませ

ん。 

４ 使用者は、駐車場に引火性若しくは発火性の物品又は他の者の駐車の支障とな

る物品を置いてはなりません。 

５ 使用者は、自動車を変更しようとするときは、あらかじめ、その旨を知事に届け出

なければなりません。 

６ 使用者は、駐車場の使用を引き続き１５日以上中止しようとするときは、あらかじ

め、その旨を知事に届け出なければなりません。 

（使用許可の取消し） 

第１０条 知事は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、催告することな



く県営住宅及び駐車場の使用の許可を取り消すことができます。 

（１） 使用の許可の条件に違反する行為があると認めるとき。 

（２） 使用者が虚偽の申請を行い使用の許可を受けたとき。 

（３） 使用者が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号以下この項において「法」といいます。）第２条第６号に規定する暴力団

員（以下この項において「暴力団員」といいます。）又は熊本県暴力団排除条

例（平成２２年熊本県条例第５２号。以下この項において「条例」といいます。）

第２条第４号に規定する暴力団密接関係者であると認められるとき。 

（４） 使用者又は使用者の使用人（条例第２条第４号に規定する公安委員会規則で

定める使用人をいいます。以下この項において同じです。）が使用者の行う事

業に関し法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」といいます。）の活

動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知りながら、暴力団

員に対し、金品その他の財産上の利益を供与したと認められるとき。 

（５） 使用者又は使用者の使用人が使用者若しくは第三者の不正な利益を図り又は

第三者に損害を加えることを目的として暴力団の威力を利用したと認められる

とき。 

（許可取消しによる損失の取扱い） 

第１１条 使用の許可を取り消した場合において、使用者に損失が生じても、県は、そ

の損失を補償しません。 

 

（有益費等の請求権） 

第１２条 県営住宅及び駐車場について支出した有益費その他の費用については、

県に請求することはできません。 

（疑義の決定） 

第１３条 本条件に関し疑義のあるとき、その他県営住宅及び駐車場の使用につい

て疑義を生じたときは、全て知事の決定するところによるものとします。 

教      示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であって

も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合は、正当な理由があると

きを除き、審査請求をすることができなくなります。 

２ 処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（上記１の審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算し

て６か月以内に、熊本県を被告として（知事が被告の代表者となります。）提起する

ことができます。 



ただし、この処分があったことを知った日（上記１の審査請求をした場合は、当該審査

請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であって

も、この処分の日（上記１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の

日）の翌日から起算して１年を経過した場合は、正当な理由があるときを除き、処分

の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 

 

 

 



別記様式第３号 

                                           住第  号  

                                         年  月  日  

 

九州地方整備局長         様 

 

                                 熊本県知事  

 

 

犯罪被害者等による公営住宅の目的外使用の報告について 

 

このことについて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

公営住宅の目的外使用 

備考 
団地名 所在地 戸数 

開 始 
使用期間 使用料 

年月日 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第４号 

同 居 承 認 申 請 書 
 
                                                           年  月  日
  
 
 熊本県知事        様 
                   住 所 
 
                             申請者  住宅名      団地    棟   号 
 
                                      氏 名                            
     
 
                                      電 話           （    ）  
  
 次のとおり同居の承認を受けたいので、申請します。 
 

 
 
 

 同 
 
 居 
 
 者 
 
 の 
 
 状 
 
 況 

 （ふ り が な） 
  氏   名  年齢  続柄  備考  

 

 現 
 
 
 入 
 
 
 居 
 
 
 者 
 
 
 の 
 
 
 状 
 
 
 況 

 （ふ り が な） 
  氏   名  年齢  続柄  備考 

 （            ）     （            ）    

 （            ）     （            ）    

 （            ）     （            ）    

 （            ）     （            ）    

 （            ）     （            ）    

 （            ）     （            ）    

  （            ）    

 （            ）    

 
 理 
 
 
 由 

 

備考１ 現入居者及び同居者の所得証明書、入居者との続柄を証明する書類等を添
付してください。 


